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Japan Hydrogen Fund, L.P.に対する支援決定について 

 

2024 年 9 月 12 日 

 

 株式会社脱炭素化支援機構（代表取締役社長：田吉禎彦、英語名称：Japan Green Investment Corp. 

for Carbon Neutrality（JICN））は、一般社団法人水素バリューチェーン推進協議会（以下、「JH2A」）と

株式会社アドバンテッジパートナーズ（以下、「AP 社」）、三井住友 DS アセットマネジメント株式会社

（以下、「SMDAM 社」）の協働の下に設立される水素関連分野への投資に特化したファンド：Japan 

Hydrogen Fund, L.P.に対して、ファーストクロージングでの出資を決定しました。 

今後は、同ファンドを通じて水素社会の実現に向けた活動を推進してまいります。 

 

１．支援対象事業者の概要  

フ ァ ン ド 名：Japan Hydrogen Fund, L.P.（以下、JHF） 

出資契約締結日：2024 年 8 月 27 日  

想定ファンドサイズ：10 億米ドル（ファーストクロージング時点で 4.1 億米ドル） 

JICN 出資額：30 百万米ドル 

運 営 期 間：最終クロージング日より 12 年間（運営者の裁量により 1 年間の延長可） 

運営者（GP）：Japan Hydrogen Fund GP, L.P.（①AP 及びそのグループ会社：投資アドバイザリー

業務及び運営業務サポート、②JH2A：各委員会の活動や会員企業との連携促進、③

SMDAM 社：ファンド管理サービス及び ESG・日本裨益性評価） 

投 資 対 象：国内外の水素関連プロジェクト及び水素関連技術の開発・実装に取り組む企業 

 

２．JICN による支援決定に係る政策的意義  

(1)温室効果ガス削減の観点  

・ 水素は、燃焼時に CO2 を排出しないことから、2050 年のカーボンニュートラル実現に向けて中

心的な役割が期待されています。発電というエネルギーの供給側のみならず、製鉄や化学プラン

ト、燃料電池自動車など需要側でも活用することができます。他方で、水素には、コスト面や技

術面、インフラの不足、安全性などに加え、CO2 の排出を抑えて製造できるかといった様々な課

題があり、その解決に向けた更なる取組の拡大が必要です。 

・ 我が国では、「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給及び利用の促進

に関する法律（水素社会推進法）」が成立するなど、官民を挙げて水素の利活用が押し進められて

います。 

・ JHF は、投資対象の事業等の GHG 排出量評価モニタリング等を実施する計画であり、JICN とし

ても、こうした JHF の取組に協力してまいります。 

 

(2)経済と環境の好循環の観点 

・ 今般設立される JHF は、水素の製造、貯蔵、輸送・供給、利用の水素バリューチェーン全体を投

資対象としており、「水素の供給コスト削減と、多様な分野における需要創出を一体的に進める」

政府方針（第６次エネルギー基本計画）に合致した取組です。 



・ 水素バリューチェーンの構築に向けては、幅広い領域への資金供給が必要とされています。今回

JICN が JHF の活動に資金供給することで、日本最大級の水素業界団体である JH2A の会員企業等

が新技術の開発やビジネスモデルの社会実装にコミットしていくことや、我が国の技術が海外市

場にも広く展開されることに期待しています。 

 

脱炭素化支援機構（JICN）は、引き続き、様々なステークホルダーと連携しながら、脱炭素に資する

多種多様な事業に対する資金供給を行い、また、ノウハウや情報、人財を普及・輩出し、多様な主体が

もつアイディアや技術をつなぐことで、豊かで持続可能な未来づくりに貢献してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【問い合わせ先】 

経営企画総務部企画グループ（担当：海部・山尾） 

電 話：03-6257-3863 

メ ー ル：https://www.jicn.co.jp/contact/ 

https://www.jicn.co.jp/contact/


【参考 1】スキーム図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【JH2A 概要】  

事 業 者 名： 一般社団法人 水素バリューチェーン推進協議会 

https://www.japanh2association.jp/ 

本 社 所 在 地： 東京都千代田区霞が関 3 丁目 2-5 霞が関ビルディング 36F  

代 表 者 名： 内山田 竹志（トヨタ自動車株式会社 Executive Fellow）、國部 毅（三井住友フィナンシャ

ルグループ取締役会長）、牧野 明次（岩谷産業株式会社代表取締役会長兼最高経営責任者） 

事 業 概 要： 水素関連事業に関し、社会実装プロジェクトの提案・調整、需要創出・規制緩和等の政

策提言等  

 

【AP 社概要】 

事 業 者 名： 株式会社アドバンテッジパートナーズ 

https://www.advantagepartners.com/ 

本 社 所 在 地： 東京都港区虎ノ門四丁目 1 番 28 号 虎ノ門タワーズオフィス 17 階 

代 表 者 名： 笹沼 泰助、喜多 慎一郎  

会 社 概 要： プライベートエクイティファンドの管理・運営  
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【SMDAM 社概要】 

事 業 者 名： 三井住友 DS アセットマネジメント株式会社 

https://www.smd-am.co.jp/ 

本 社 所 在 地： 東京都港区虎ノ門一丁目 17 番 1 号 虎ノ門ヒルズ ビジネスタワー26 階 

代 表 者 名： 猿田 隆  

事 業 概 要： (1)投資運用業に係る業務、(2)投資助言・代理業に係る業務、(3)第二種金融商品取引

業に係る業務 

 

【参考 2】株式会社脱炭素化支援機構 会社概要 

○ 名 称 株式会社脱炭素化支援機構 

Japan Green Investment Corp. for Carbon Neutrality （JICN） 

○ 代 表 者 代表取締役社長 田吉禎彦 

○ 設 立 年 月 日 2022 年 10 月 28 日（予定活動期間：2050 年度末まで） 

○ 資 本 金 等 289 億円 

(民間株主から 108.5 億円、国の財政投融資(産業投資)から 180.5 億円) 

○ 所 在 地 東京都港区虎ノ門 1 丁目 21-19 東急虎ノ門ビル 7 階 

○ 連 絡 先 電話：03-6257-3863 

メール：https://www.jicn.co.jp/contact/ 

ウェブサイト：https://www.jicn.co.jp 

https://www.smd-am.co.jp/
https://www.jicn.co.jp/contact/
https://www.jicn.co.jp/

